
〈共同研究〉

「分断主~!社会システムにおける中国都市廃棄物の適正処理と責任分担に関する環境カ情パナンス」

中国の自動車解体産業に見るフォーマル部門の

インフォーマリティと地方政府の関与

一一主に吉林省の事例から一一

はじめに

本稿は中凶おけるフォーマル部門のインフォー

マリティの存在とその理由について、政府の強い

関与が期待されている自動車解体産業の事例を基

に考察する D 具体的な考察は吉林省の地方政府の

関連部門とその監管下にある廃棄自動車解体金業

でのヒアリングに基づく。

中国に限ったことではないが、ほとんどの発展

途上国の社会経済の特色の一つに、様々な分野に

広く「インフォーマリティ(非正規性)Jが見ら

れることがある。インフォーマリテイの定義につ

いては後述するが、まずここでは「ある規範に基

づいたあるべき行為を規定する正式な法規が存在

するにも関わらず、一般的にそれが守られず、規

制者(即ち政府)がそれを黙認した状態にあるこ

と」だとしておこう。中国はそのような性質を深

く備えた典型的な社会である。知的財産権が声高

に叫ばれながら違法コピー製品が蔓延する、健

康・安全性が重視されながら健康を害する食品が

市場に出回る、長期安定雇用を確保する法規があ

りながら労働者、特に農村出身者の地位は不安定

なままに世かれている、個人の財産権を確立する

法律がありながら農民に対する土地収用の補償は

不十分である…このような例は枚挙にいとまがな

い。政府部門の腐敗や民間を含めた縁故主義も含

まれるだろう。これらの問題が実態として他の途

上国と比べて中国で特に突出しているという訳で

はないかもしれないし、中国の近年の諸制度の

大原盛樹・呂苑渓

「フォーマル化」は確かに目覚ましい。ただ、中

国の経済発展の速度が急速で、またもうすぐ所得

水準が中進閏の水準を超えようかという所まで来

ており、さらに中国政府も国際的に「フォーマル

な自画像」をとりわけ強く喧伝しているために、

それらが訴えるイメージと現実とのギャップが他

の国よりも常にH立つということはあるだろう。

中国が他の途上国と比べて際立って見えるのは、

一方で世界的に普遍的な規範(例えば市場主義、

そして近年では民主、人権)に基づく様々な法規

が日々整えられながら、実際の社会では常にそれ

らから逸脱し追いつかない部分を例外として無視

できないほど多く抱えている点、そして、それが

急速な経済成長と相矛盾していないように見える

点であろう。

中国のこのようなインフォーマリテイが国際的

にどの程度特殊かを追求する余裕は本稿にはない。

本稿は、そのようなインフォーマリティが中国の

経済システムにどの程度存在し、それが存在する

ことを許す社会経済的条件が何なのかを、自動車

解体産業を事例に地方政府と企業の関係から初歩

的に考察しようとするものである q

1 .政策課題としてのインフォーマリティ

経済システムにおけるインフォーマル部門ある

いはそこで見られるインフォーマル性とは何かを

まず議論しておこう。

経済的なインフォーマル性について一般的に語
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表1 フォーマルとインフォーマルな業者の遣い(リサイクル業者)

フォーマル

高コスト・低収益
経済性

税負担

組織 企業・大規模

技術 総合的

環境 内部化

雇用力

合法性 適合

市場性 低・補助・独占性

社会性 低文脈

Wang(20l0)を参!!日して作成

られる事象として、労働雇用関係における正規雇

用に対する非正規雇用や、法的な労働保護制度や

社会保障制度によって労働者の権利を保障する組

織に身を置いていないことがあげられる。法的な

規制が及ばない点は、被雇用者の保護だけではな

く、知的財産権や安全など様々な分野に及ぶ。環

境規制はその典型例で、環境をあるレベルに適切

に保全するためにもうけられた規制を遊守するた

めに発生する様々なコストを負担するように期待

され監視されるフォーマル部門と、その執行が期

待できないインフォーマル部門が存在する。環境

規制は近年ますます規制が厳格化されている代表

的な分野である。

具体的に環境保全を実行する部円であるリサイ

クル産業において、フォーマル部門とインフォー

マル部門はそれを担う企業や経営環境に大きな違

いがある。 Wang(2010)は、環境保全コストを負

担しないリサイクル業者と、政府の環境規制に従

い環境保全コストを負担するリサイクル業者の質

的な速いを以下のように整理している(表 1)。

両部門の大きな相違は、フォーマル部門が環境

保全コストを内部化する(即ち企業の外部に排出

する汚染物質の量を一定の基準以下にするため必

要な設備や人材を使った処理を、自らコストを負

担して実施する)のにたいして、インフォーマル

部門はそのコストをかけずに汚染物質を企業の外
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インフォーマル

低コスト・中収益

税負担無し

個人事業・小規模

労働集約的

汚染・外部化

大

違法性あり

高・競争的

地域文脈

部に排出する点である。そもそもほとんどの図で、

リサイクルと廃棄処分を含む廃棄物処理産業は、

環境への負荷をほとんど考慮しないインフォーマ

ル部門が担う産業であった。収入源はリサイクル

による資源の販売収入で、技術的には手作業が中

心、廃棄物にまみれる作業環境は劣悪であった。

それを担う金業は小規模企業や零細個人事業者で、

学歴や社会的地位が低いものが従事する場合が多

かった。競争は激しく、利益も低かった。政府の

規制の枠外にあり、また政府からの補助もない。

往々にして不法投棄や労働災害を含む不法行為が

頻発し、闇社会との関わりや差別を受ける社会集

団が従事して地域の政治的勢力と関わるなど、そ

の地域の複雑な社会的文脈と関わる場合もあった。

次いで、環境保全のために法律を整備して廃棄

物処理の環境基準を設定されるようになるが、事

業者に汚染物処理コストを内部化させるためには、

それを実現させる制度的インセンテイブを与える

必要が生じる。処理コストを負担させればその分

収益性が下がり、資源の販売価格によっては往々

にして赤字になる。それではシステムそのものが

持続可能でなくなる。そこで、事業者に適切な事

業を継続させるために行政が介入する必要が生じ

る。政府の介入とは、①ライセンスを与えた事業

者にある程度の市場のdtlt占権を与え、ある程度の
仕事量を確保させることで、規模の経済を達成さ
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せ、利益を確保させる、②その事業者が環境規制

(および労働規制)を守っていることを肢視し、

違反があれば指導・処罰する、ことである。そし

て③その企業は現代的な技術と労働環境を備えた

現代的組織となる。これをシステマチックに担う

のがフォーマル部門である。インフォーマルな部

門が担う廃棄物処理産業をいかにフォーマルな企

業が中心となる部門に再編.してゆくかが、環境行

政の大きな方向となっている。しかし、往々にし

て、インフォーマルな部門の競争力が強く、廃棄

物処理の仕事がフォーマル部門にまわらず、フ

ォーマル部門が健全に発展できない場合が多い。

これが発展途上国に共通する大きな課題である。

さて、中国における環境保護意識の尚まりの中、

廃棄物処理についてもリサイクルシステムの構築

が目標にされるようになった。家電製品では拡大

生産者責任の原則の下、企業が最終廃棄に責任を

持つ制度も導入されている。自動車についても今

後、そのような制度の形成が期待されている。

廃棄自動車のリサイクル業者は、自動車等の使

用済み廃棄物を消費者から回収し、それを分別し

たり加工したりした後、有用な資源として資源業

者に販売する。資源業者には中古部品として活m
する企業もあれば、鉄やアルミニウムなどの原料

(くず鉄)として活用する企業もある。インフ

ォーマルなリサイクル業者は、廃棄物を処理・加

工する際に発生する有害物質を適切にするコスト

を負担しないため、収益性は比較的高い。小規模

な個人事業主が経営しており、正規の税負担をし

ない場合がほとんどである。一方、フォーマルな

リサイクル業者は政府の認可を得て、徐々な散骨

の下に経営をしているので、税金を負担し、汚染

物質を企業の外に出さず、企業の中では従業貝の

健康に影響を及ぼさないようにしている。そのた

めコストが高いD しかし収益源としての資源の販

売収入はインフォーマルな業者と同じなので、収

益性は低い。政府からの補助金をもらわないと経

営的に成り立たない場合が多いc

現実には廃棄自動車は正規の廃棄物処理業者に

回るより、規定を守らないために収益性の高い業

者がより高値で買い取り、不正な二次使川や不正

な廃棄物処理が行われている場合が多い。政府が

補助金と地域独占権を確保させることでフォーマ

ルな業者の収益性を保証することができるかどう

かが、フォーマルな業者が生き残り、悪質なイン

フォーマルな:業者を淘汰させる重要な条件になる c

中国においても従米から静脈経済を担うのはイ

ンフォーマル部門であった。法制度による規制と

保護を受けることなく活動するインフォーマル部

門の廃棄物処理・リサイクルは深刻な外部不経済

をもたらしていることが報告されている (Puckett

and Smith 2002)っさらに、中国においてはイン

フォーマルな廃品回収産業が、新しく導入された

フォーマルな廃棄処理事業システムよりもコスト

的に安く、後者の健全な発展を阻害していると考

えられている(細凹、染野2014)0 社会に広く行

き渡った環境保全の適切なコストを負担しない安

価なインフォーマルな制度が存在するため、環境

保全のコストを負担している分だけ高価なフォー

マルな制度を新しく作ったとしても、それらが十

分に発展できな¥，'0インフォーマルな業者により

形成された廃棄物処理システムをどのようにフ

ォーマルなシステムに組み込めるか、そのための

制度的なインセンテイプをどう設定するかが重要

な諜題である (Chi.et.a1.2011)。その課題を考え

るには、政府、製品の製造者(メーカー)、廃棄

処理業者、消費者という関係者が、法的制度を含

めて、現在全体としてどのような制度の下にある

のかを理解する必要がある。

ここで社会システムの質的向上のために経済シ

ステムのインフォーマル性を減少させ、フォーマ

ル性を高めるという政策的課題を設定する時、克

服する問題としてのインフォーマル性の最も本質

的な性質として考えられるのは「社会に公的な規

制があるにも関わらずそれを守らないこと」であ

り、政府が規制を企業に強制・実施できるかどう

か、それができないとしたらなぜなのか、という

問題である <Kanbur2009)。

Kanbur (2009)は政策面から見たインフォーマ

ル性を、規制される領域で活動しているかどうか、

そして規制を遵守させているかどうかの二つの軸

から、インフォーマル性の持つ質的な相違と政策

的なアプローチの違いを強調した。彼は、そのこ

つの軸から見ると、企業-は(A)規制されておりそ
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れを道守している、 (8)脱;!ilJされているが遵守し

ていない、(C)もともと脱(JlIJされていたが、それ
を避けて規制lがlえばない{jJiJ戒に移動している、

(OH，i初から規i1iIJの枠外に存在している、という

4つの状態にある日j能性あり、インフォーマルな

企業とは (8)、(C)、(0)のいずれかに該当して

いるものだと述べた。そのよで、インフォーマル

刊を持つ企業をフォーマル化するための施策もiも

なることを桁摘した。

，-j.:fi::jは、 このうちの泌制の枠内に設立されてい

るにも附わらず一部の脱制が遵守されていない企

業(上I'XIの8に位位する)があるのはなぜなのか

を号策する。)5g築物処里11企業が環境規制を進守し

ないね消 ・経常-(10および行政的な理J!.F11を)5・然して

ゆきたい。

ねに政府のF官接的な規制lの対象になっているに

も|品lわらず規制が 1-分に尖行されていない企業が

多故作配する1)ti 1(1においては、その規制のg.dHllIJを
jll.う地ん政府の役'，lflJとそれらの企業との|見l係をJ盟

wroすることが.!T(裂で‘ある。出来物処理のフォーマ

ルなシステムを形成し、連予1・や監ftをするのはJ血
)jl攻I{-fである。rll同でも環境保全のための全11i1(1り

な法iIt体系が形成されつつあり、それは1)1央政府

のぢ-え)jに必づいている。しかし笑際にそれを尖

脱するのは地)jl攻IUに任されており、地ん・政li-fの

態度と能力によってはシステムがうまく』幾能しな

いII[能性がある。今後のIIIJ題の改善のために、広1
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境脱出IJに|県lする地方政府の考えブJや態度を確認し、

それを ~I:み 11'1すシステムを理解 しておく必要性は

rEいだろう 》
rll凶の1"動11r:産業については、中産台数が111:界

:/I，l:大になるなど、生産や産業の競争ブJのIJlIJ而につ

いて研究が多くあり、静脈産業IJlIJである雌楽処Jlll

システムについても分析されるようになっている

(これ、 小l陥2009、，ITl11、育[12008、‘!日行2008~字) 。

しかしi'I動11r:リサイクルを担う出来処理事業者・の

経'j:?とj位)ji攻I{.fの規制との|見iわりについて注11す

る研究は少ない 1)1凶の屯気 .Hi: (-拠品の廃禁物
(e-waSle)については実態を調べる多数の研究が

#釈するヲそれはこの製品分!IFf'ですでに大此に出

来物が先生してlIiJ組になっており 、l'iJII-¥'に、すで

に製造日'~'UT:Jj;tWJ に基づく法wが尖bもされ、多く

の注 11 が集まっているからである。 一方、 r，動 II~

については、1)tilqでは大hlにJ充当~'I[柄が山現する

時mJをまだ迎えていないため、研究もそれほど進

んでいない。しかし、大祉のIj，掛川l輔が社会にあ

ふれ11'1すのはII，¥':I/IJの|問題であり 、この10年以内に

!必楽i'I動II(の処}lllが大きなIliJ:Wになることは1/11辿

いないだろう

本研究は、1)tiJiIにおける出自動'Ir:処理システム
がどのような与-え)jで形成され、それがどの位位

実現されているのかを、中央政府、j也)j政府、i'I

動ij(メーカ一、出禁向動車処理!業~?í'へのヒアリン

グを辿じて、 19Jらかにする 事例として吉林作を
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とりあげる 。 特にJjDi~物処理業朽の$.やは的な笑態

とそれに対する地))政府の|具1'j.(こ注11することで、

政府がで帯して形成したフォーマルなシステムが、

実際には米だにインフォーマルな性質をt守ってい

ることをIYlらかにする。フォーマルなシステムに

なぜインフォーマルな性質が残るのか、その理由

を考察する。それによって、Ij"lijにおいてインフ

ォーマルな悦楽物処理システムをフォーマル化す

ることの縦しさとその原因を理解することに買献

する。それが本研究のオリジナリティである。

2. 中国の廃棄自動車解体産業の概況

""副のリサイクル産業をとりまく;mHiIJ伎を考え
るTiijに、本ilNでは、 qJ国における従来:自動車の発
生状況を隊認する。

(1)中国の自動車保有量と廃棄量

1:;(12によれば、 1970年代から2000年頃まで、11

本の白dリ~'I(似イH，l:!i年々増加|した 2000ifからの

10.i1::のIIIJはほぼ停滞しているc 114>:の使用済自動

'It: ，ま"1'々 iW力11したが、iヰーはそれほど多くない。一

庁、""孟lのド1m山市保有id;は1995年から非常に早い

jiliJ~でJWえている。 "31到の佐川前 n動車のまti止に

|弘lするr;¥加できる統計はほとんど({:(Eしないが、
ある.j!t，1Iによれば、 2010年に365JJ fiに上ってい
る (1:;(12)。

'"閃のi史川i斉み自動車の発生数の統計lま様々で

あるが、凶3によれば、政府泌門が公表している

実際の InjJlJi.此は2010j'1~で約150)j台、 2013年に 140

Jjfìω となっている。 これは í~~ギT-;，(の約1.996 と

1.096にしかす ぎない。先進Ilijではこの数字は

596-8Sl6と言われている (ょ|ιれ2008)。この笑際

のI!!lJI:t.;，('ま、政府が認定するフ司ーマルな!日i収業

省ーを通じて川収された1下両の故だと考えることが

図2 日本と中国の自動車保有置と廃棄量 (万台)
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160 社会科学研究年報

図3 中国の廃棄自動車の発生数 (推計)
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図4 フォーマル部門での回収率
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できる。つまり、より多くの悦用済み自動車が、

政府の認可のないインフォーマルな回収業者のシ

ステムを通じて処理をされていると考えることが

できる。

図2で解編 (2014)は、実際の使川i行み自動車

の発生台数を、2010年で約350万台、 2012年で約

450万台だと推計している 1)。これを実際の使用
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消み1:1lfOJ '10:台数と凡なし、そのなかのフォーマル
なInl収台数と比べた比率をフォーマJレ1'¥'1¥1")の11I1J13l.

半と考えれば、そのよヒヰ三は年々低下して、20L2年

には3096にまで務ちている (凶4)。

つまり、 ""五|の大きな自動11<:の保不It止に比べて、

実際にフォーマルな回収システムを通じて処理さ

れている Mllll(の;l河合は小さく 、 rl ' 国のJ1Il TI~処理シ
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図5

(1)中国の正規の自動車解体企業数 (社)
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ステムの全体に，ljめるフォーマルな回収システム

の~1~Jfìはあまり大きくなっていないことがわかる

(2)廃棄自動車回収業の規模

11本で許IIfをえた1'1助'1(lrff休業Eの数は約6000

Hと汀われる 2 そのうち201211'に実際に取引を
行っていたのは約406511:で、Wf体1j!:I，lcj数の357Ji 

f?を;判ると、 lt1:あたり WIIIl約880fiを処理して

いたことになる 本初1n古!人 'J~業日が"，，(.、で 、 1 +1:

あたりの従業II 故は ・ lëJ~J5.7人 3 、従業:只一人あ

たりでは年r:日15.1fiを処F]¥していることになる

" 本では自動車解WX~は iiil< l ìíjから(;::{J.:し、 1950

1rftから60年代に本格的に発泌をし始めたv-li初

はトラ ックなと'のl的決'1(1，1jが"，心だったが、 1960

Wftから自家用引の放がi行えた また当初jのトラ

ック!ま新車から2、 3 {ドでM .~~ されていたが、 1 ' 1

励'1':の品質が向上すると、 1史川イ1:.数が長くなった
(阿部2013)0199011:fにまでのリサイクルシステム

は不法投棄、不適正処理j[の!懸念を生んでいたが、

r ~~: }:b 'J1. f!f: Jを契機に2似)i['.ft lì微から Inl~Á シス

テムが整えられるようにな った製造ti-!'i'1T: 
(EPR)の原則により 、l"1!WJ'I(製造業:(i-を中心と
した関係者に適正なi'Z'，I;lj分十I[を義務付けることに

なった

""五lでは、公式;の統，d'によれば、フォーマルな

(2)中国の同従業員数 (人)
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(1-;(1 5 ) 1 tI:あたりの従業只故は200911:に35人だ

っ たが、 20 1 3{1: に45人にまでW:}JlI し た。 1'~13 にあ

るように、20131ドのフォ ーマル吊;1")の11I1J1x.fi以が
140)iiι?とする と、l社あたり約2400台、従業Li

一人あたり1('.1I1J53fiを解体していることになる

1+1:あたりの処JlIl台数は日本の31:刊dだか、従業

11一人あたり では日本の113校ぼである "Ij Iqの
フォーマJレな解体政柴は、H*の企業In¥に比べて、
会社の縦悦は大きいが、日本よりかなり''u働民約

的な技術を使って!J!1J11lをしていることがわかる

(3)中国の廃棄自動車処理に見られる問題

l中lい'iド似同I王吋、，1の!雌琵羽楽H“'lil動司功)'市iド[処理産業の 掲叶奇般止的なJ技主討術:i水i準l終色
について既イ作(l問iJ肝j庁f:究先で、は以以、下のようにt揃{『品{hIf，ワηI

るl 環J岐J;立:if似k以:LE謹.忠む立.11殺放の低さカか、らイ不4適lけ正1:右なな‘処JlI!が行
われ、 )5~ 'I(処JlI\による環境汚染を多発する・J~態が

よく比られる 大到シュレツダーマシンの導入は

j!tれ、手解体による分別が主流である .¥SRは

焼却i処JIIlを粍ず11'(桜jll¥め立て処Jlllをnい、常j也や
側、I"J川付近のごみJ従来場にそのまま投裂される

例も よく比られるc ギT古:物質による卯J立r'j味、処
.fIll従'Ji.(i'の'ム:'Í~t'Eの確保が謀Jmとな っ ている n フ
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ロンや廃液の処理業者が存在しないか未成熟なた

め、大半の解体業者で・フロンの大気放出、廃液に

よる土壌汚染などの環境問題が発生している。銅

線や!発プラスチックを購入し加工する再資源化-業

者においては銅線の野焼きによる不適正な処理が

行われている。 1:1:1国では法律で 5 大宮f~I~:IJl (エンジ

ン、 トランスミッション、ステアリング、フレー

ム、前後サスペンション)の再販が祭JIニされてい

るが、実際には再販され、また自らそれらを使っ

て車両の再組立てを行い、経営を維持している業

者も少なくない、という。

以上のような状況は、 1980年代半ばまでの日本

のインフォーマルな業者で散見されたものである。

中国でもインフォーマルな業者でそれらの行為が

見られることは理解できる。ではフォーマルな業

者で、以上のような処理が現在でも行われている

のだろうか。それについては吉林省の事例を後述

する。

3.中国の自動車廃棄制度と廃棄処理業者

(1 )中国の廃棄自動車リサイクル関連の政策と法

規5) 

中国のフォーマルな自動車リサイクル業界の形

成は、 1990年以降:廃棄自動車の回収活動の活発

化、 2000年以降:廃棄自動車回収制度の確立と管

理化、 2006年以降:自動車部品の適正管理と資源

化、 2010年以降:自動車リサイクル事業の拡大、

産業化推進、という段階を経て展開してきた 6)。

① 廃棄自動車回収実施弁法

1990年に制定された「廃棄自動車回収実施弁

法」は、老朽化した自動車の廃棄を強化し、回収

することを主な目的とした法律であるo 物資部が

廃棄自動車の回収に関する業務の監督を行い、中

国物資再生利用総公司および地方物資局所属の物

資再生利用公司が廃棄自動車の回収管理を請け負

う。廃棄自動車回収企業は、物資局および工商行

政管理部門に登録する両管理部門に報告する。同

表2 中国廃棄自動車に関わる法律と実施日期

法規の名称 実施日期

廃棄自動車回収管理弁法 2001年6月

道路交通安全法 2004年5月

道路車鯛可再生利用性と可回収計算方法 2004年11月

中国人民共和国固体廃棄物汚染環境防治法 2005年4月

環境標志産品技術要求小型自動車 2005年10月

自動車製品回収利用技術政策 2006年2月

国家節能環保型汽車産品認証実施規則 2006年9月

再生資源回収管理弁法 2007年3月

廃棄自動車解体環境保護技術規範 2007年4月

自動車強制認註実施規則 2008年1月

自動車プラスチック部品、ゴム部品、および梨塑性弾
2008年7月

性部品の材料標識と標記

中国人民共和国循環経済促進法 2009年1月

廃棄自動車回収解体企業技術規範 2009年1月

廃棄自動車に対する監督管理の強化に関する通知 2009年11月

自動車強制廃車基準 2012年12月
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時に、中国物資~If生利)1]総公司が承諾した íJ従来

自動車回収証帯」を提出する。同収された廃棄車

両の登録と回収最は物質部物質再生利用管理弁公

室に送付する、という手続きを規定している。

この法律では、廃棄自動車の回収業者になる資

格として以下の条件を挙げている号即ち、資本金

50万元以上、加工・解体場3000m2以上、解.体・

消防設備を有する、廃棄自動車の凶収・解体処理

能力が年間500台以 1，.、職員10人以上、そのうち

専門技術を有する人材3人以上 I)、である。

② 廃棄自動車回収管理弁法

1990年代に自動車産業の発展が進む一方で、!発

自動車の違法流通や自動車部品を使用して違法に

組み立てられた自動車事故が増加したc それらの

問題を政府は重視し、廃棄自動車回収の規範化、

道路交通秩序と医l民の生命財産の安全の保証、そ

して環境保護を目的に、「廃棄自動車問収管理弁

法」を2000年に施行した8)0対象とする廃車と巾

古車の類別、管理機関、補助、罰則、廃棄自動車

回収解体企業の認定等が規定された。

自動車リサイクル事業の管轄は全国老朽自動車

更新指導小組弁公室と国内貿易部から商務部に移

ったD 地方政府においては公安、工商行政管理部

門が廃棄-自動車の同収に関する直接的な監督管理

部門となった。

自動車リサイクル事業者に認定される資格とし

て、登録資本金50万元以上、解体場面積5α)Om己

以上、年間解体回収能力500台以上、正規従業11
20名以上、うち専門技術スタッ 75人以上、廃棄

済自動車および廃棄消「五大部品」の販売を行っ

た記録がない企業、そして国家が定める環境保護

基準に適合するもの、と規定している。

本弁法において、企業は「自動車廃棄証明」に

より廃棄自動車を買い上げ、 iJ語棄自動車Inlll'¥(iiiE

明書」を発行すると定めている。また所有者は、

同証明書により廃棄自動車の抹消登録手続きを'夫

施するように求められている。

解体、回収の手続きについて、解体後の i5大

品目」部品は鉄鋼会社に売却して製錬原料とする

義務を課した。これも中古の重要部品を使って組

み立てて自動車を製造販売する事業を阻止するた

めであるo その他の部品は販売可能ではあるが

iJ発自動車回収用品」と明示する必要があるとし

ているc

この法律に基づいて、 2003年に国家経済貿易委

員会は全国で'356社の廃自動車回収解体企業(第

1期339社、第二期17社)を公布した。

この法律の主な目的は、あくまでも不正改造車

の売買に歯止めをかけ、環境や安全面から新車へ

の切替えを促進すること、違法な!発車取引市場・を

抑え込むことにある。環境保全を主な目的とした

先進国の法律と異なり、交通安全と自動車生産の

規範化を主な目的とした法律だと言える(玉、小

幡、周2007)0ただし、上述のように、国が定め

る環境保護基準を満たす必要については明記して

いるー

この法律が、中岡における自動車リサイクルの

事業の枠組みの基礎となっている c

③ 自動車解体・リサイクル産業の環境基準

中国の各種製品のリサイクルが本格化し、その

過程での環境保全に|期する各種の法規が制定され

るようになると、廃棄自動車リサイクル産業にお

いても同様の趣旨の法規が出されるようになったD

2005年に同体廃棄物汚染環境防治法、 2∞7年に再
生資源回収管理弁法、 2009年に循環経済促進法が

発布されると、廃棄自動車処理についても、 2007

年に廃棄自動車解体環境保護技術規範、 2009年に

廃棄自動車回収解体企業技術規範(披皮汽卒回牧

訴解企~技木規抱)が制定されたーこれらの技術

基準は、国家質量監腎検験検疫総局と国家標準化

管理委員会が発布したものである c 上述のように、

廃棄自動車回収管理弁法で、リサイクル企業が遵

守せねばならない国家の環境保護基準として見な

すべきものだと考えることができるq

2009年の廃棄自動車問収解体企業技術規範では、

自動車置き場および解体作業場の地面は硬化・!発

液漏れ防止処理をする、!発液収集装置をつける、

総排水溝には油分と水分の分離装置をつける、エ

アコン冷房剤(フロン等)の収集装置を装備し分

別個収を行う、固体廃棄物は焼却処理を行わない、

等の規定をしている。



164 社会科学研究年報

④ 廃棄車輔の行政手続き

自動車最終所有者は、登録した地域の公安機関

で車のナンバープレートの登録を取り消し、車輸

廃棄証明書を受け取る。それを持って地域の指定

された廃車解体業者、資源再生業者で解体処理を

行う。処理の後、解体業者、資源再生業者は廃棄

車回収証明書を発行する。所有者はそれを公安機

関に提出し、廃車の行政手続きが終了する。その

際、解体処理業者はインターネットのシステム上

でその車輔の処理を報告する。システムは全国統

一のもので、公安と解体処理業者が車輸情報を共

有している。

解体業者は回収した金属資源(鉄、銅など)を

資源回収業者に販売する。価格は資源の市場価格

である。上述のように「五大部品」を部品のまま

販売することは禁じられている。「五大部品」は

まず穴を空け、部品として使用できない状態にし

て公安部門のチェックを受け、その後で金属資源

として販売することができる。部品のまま販売し

た場合は罰金 2~5 万元および営業許可哲:の取り

消し、廃棄した五大部品を利用して自動車を不法

改造・解体した場合は罰金5~10万元および営業

許可証を取り消される。なお、不法改造車を所有

したり道路で運転した場合は、その自動車を没収

し、 2000~5000元の罰金が科される。

(2)多様な中国の廃棄自動車解体業者ータイプと
特色9)

中国で廃車の解体処理を行う事業者には様々な

タイプのものがある。最初期の彼らの前身は地方

の国営企業で「廃車回収結」と言った。 1980年代

の改革開放より一部企業が民営化し、廃品回収会

社、資源回収会社に名前を変えた。中国の経済成

長によって金属資源の価値が上昇すると、彼らは

金属部品を最も多く使用済み自動車に注目するよ

うになった。一部の業者は廃車を使って不法改造、

不法解体を行った。不法改造車が金属市場、中古

車市場にもたらす悪影響を解消するため、 2003年

に「廃棄自動車回収管理弁法Jに基づいて全国

356社の廃棄自動車回収解体企業を公布した。現

在は約560社の廃棄自動車解体企業が政府の認証

を受けたフォーマルな企業として経営を行ってい
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る。一方、数千社に上ると見られる認証を受けて

いないインフォーマル企業も同時に存在している

ようである。

王、小幡 (2009)は、中国の様車解体企業を、

企業属性、認証状況、処理技術、専門設備導入、

処理能力などの日項目により 3タイプに分類した。

このうち、 Aタイプは正規の車鯛解体企業として

認定されていない民間企業・個人事:楽-者で、全国

に数千社あると考えられる。 j史村-部に位慣し、処

理能力は年間1000台未満で処理場の敷地は 1万

m2未満と規模が小さく、技術は専ら手作業が中

心、処理する車輸はトラックのような大型車か農

業用作業車が中心であるo Bタイプは正規に認定

された民間企業・私営企業で、全国に約550社あ

る。主に都市近郊に位置し、処理能力は年間

1000--3000台、敷地面積は l万--5万m2と広い

が、保管場所・作業場が舗装はされていない場合

が多い。手作業による解体を行う場合が多く、専

門設備を装備していない企業も多く存在する。最

後のAタイプは20社程度のごく少数の国営企業で、

処理能力は3000台以上と大型で、!指idl廃液体・吸

引装置、フロンガス回収装置、大型クレーンを有

しており、設備は充実している。 BタイプとAタ

イプがフォーマルな自動車解体企業と考えてよい。

本研究が注目するのはこのうちBタイプのフ

ォーマルな企業の観察と分析である。企業の技術

と再生資源の処理の過程、フロンや処理残法

(ASR)の処理方法等についてヒアリングを行っ

た。まず彼らは政府の認証を受け、政府の直接的

な監督を受ける立場のフォーマルな企業であるが、

経営的および技術的にはインフォーマルな性質を

残していることを明らかにした。そして、彼らと

関係する政府部門との関係について聞き取りを行

った。

4. ヒアリング調査で明らかになった実態
一廃棄車輔解体業社と地方政府

(1)調査概要

フォーマルな廃棄車輸解体企業のインフォーマ

ル性と地方政府の関与を調べるために、中国吉林

省で地方政府と廃車解体企業2社を訪問した。ま
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た内モンゴル自治区のクルン旗という県レベルの

行政区で農村地帯にある廃車解体企業でもヒアリ

ングを行った。北京では中央官庁を訪問し、中央

政府の関与の仕方も聞いたり訪問先は以下の通り

である。

時期 :2015年3月

地点:北京市:国家環境保護局

吉林省長春市

吉林省環境保護局、

長春市公安局車iilq管理所

中国第一汽車集団、

長春市A汽w報!発回収訴j拝有限公l'iJ
吉林省吉林市

吉林市環境保護局、

吉林市B汽車報廃回収訴解有限公司

内モンゴル自治区通遼市クルン旗

通遼C公司クルン分公司

地方政府として、省レベルの政府として吉林省

政府(環境保護局)でヒアリングをした。またそ

の下のレベルである地区レベルの政府として吉林

市政府(環境保護局)と長者市政府(公安局車輸

管理所)でヒアリングをした。長春市は吉林省の

省都である。第一汽車集団という中国で最も権威

のある国営自動車メーカーの本部がある都市とし

て、自動車産業では有名な都市である。吉林市も

地区レベルの行政区である。地方政府が自動車廃

棄に関する法律や法規をどのような目的で制定し、

どの程度実際に実施しているかを考察するのが目

的である。

企業については、まず長春市にある完成車メー

カーである中圏第一汽車集団公司を訪問した。し

かし廃車の処理については自動車メーカーでは直

接管轄する部門はないということで、自動車メー

カーとしての関与について話しを聞くことができ

なかった。中国を代表する完成車メーカーが廃車

の解体とその処理について関心が非常に薄いこと

がわかった。

廃車解体企業では、長存市と古林市で認定を受

けた自動車解体企業を 1社ずつ訪問した。また農

村部の解体企業の現状を見るため、内モンゴル自

治区通遼市クルン旗(旗は内モンゴルの県レベル

行政区成)の中心都市の郊外にある解体企業 l社

を訪問した。

王、木l防 (2008)を参考にして、それら車両解

体企業の技術的な側面(資源の処理の過程、フロ

ンや処理残誼 (ASR)の処理方法等)、経営的な

側而(売上、賃金等)、取引状況(廃車の買い入

れ価怖、資源の販売価格等、取引先等)について

ヒアリングを行い、彼らがどの程度フォーマルな

子続きや法令を道守しているのか、どのようなイ

ンセンテイ 7'構造を持っているのかについて現状

を聞き取ったc それにより、彼らのインフォーマ

ルな性質を椛認した。結論としては、様々な側而

で、所定の規則を巡視しておらず、フォーマルな

彼らであってもインフォーマル性を残しているこ

とが明らかになった。

インフォーマル性を生み出す原因として、地方

政府の関与の仕方を考察した。結論として、廃自

動車の解体産業を管轄する部門が複数にまたがり、

結果として、この業界を強力に監督する部門がは

っきりしていないこと、そして、そもそも、地方

政府、特に省レベルの政府にはこの問題に対する

強い関心がないことがわかった。また、本来、フ

ォーマル部門に環境保全コストを支払わせる見返

りとして彼らに与えるべき利益保証が十分でない

ことがわかったD その原因は競争が激しく価格競

争を行わねばならない点にある。本来、地域的な

独占を彼らに与えることである程度の規模を達成

し、売り上げを確保させる必要があるが、実際に

は彼らは地域内の少ない廃棄車両を奪い合い、慢

性的な処理能力の過剰を抱えている。さらには内

モンゴルでは地域外の企業とも競争していること

がわかった。

政府の関心が乏しいなかで、フォーマルな企業

であっても、激しい競争の中での生き残りのため

にインフォーマル性を強くしてしまう状況が見て

取れた。

以下に、調査の結果を述べる。

(2)解体業社3社

今!日lの調査では、中国における自動車リサイク

ル(鹿市の回収・解体処理)過程でどの程度所定
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の規WJ を~，j:っているかについて、ごつのIjtII{解体

{þ:紫、 長;{~ÎljA itc I I (羽}.)~~回収ilj:Wf，布 IH~公 IÎJ10) (以

1"、A社)と古林バj8 i'cW干IU充1lllllxilj:iWイHJ!公ITJ

(以下、811:)に対してヒアリング調作を実施し

た また出村に立j也するり1Lレベルの解体企業とし

て通泣C公司ク Jレン分公司 (以下、C11:)も訪問
した。三社は上述のBタイプに以する民IIIJのフ

ォーマルな企業である

A社は200911'-に長存dj(こg没立された民IlIJ会社で、
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長辞にある 4つの正規の111輔Wf，体会社で最も新し

く、そして最も処理台数のシェアが少ない。敷地

面杭は107;m~ と 大きいが年間の解体件数は3000

台の鋭慌である。主に政府機関車問、タクシー会

社、パス会社、 トラック (物流会社、例人)を解

体する。彼らの廃業:向動車の回収価li絡は、小型車

で700-800元/台、トラッ夕、パスで800元/ ト

ンである。

以下がA社の解体作業現場の線子である。
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有林rliにあるsi'(Ïl~従来: Iu l収訴均千平1・限会十 1 : も 1m

務部に;認可されたフ ォーマ Jレな企業で 、 fI~1 人が・J i.

業主を行っている。20051[:に設立された市制Wf，f1'

会社の一つの工場が、 2012年に新たに独立してで

きたものである。解体の脱肢は1000台/年で、こ

の会社が扱う のは小型車が70%-80%、バイク

1096である。1"1収日li絡は、バイクで100冗台、

トラック、パスで1000;[: トンである。

以下がB社の解体作業の現場の様子である。



ω8 H~H・1.''/:jiJf先 fド H!

山本J"却にあるj副主C公有lも商務部に認可された

フォーマルな企業である。クルン旗にあるのは問

中1:の分公，iJであるが、企業の所有者および経営者
は地元の例人である。フランチャイズのような形

式で、この腕での続'j;?織を得ている。C社の本体

は2003"1:.，役立、クルンの分公示lは2005年に設立さ

れた。3Ji mZとかなり大きな敷地をt守っている。
解体の規岐は1000h/イ1:.で、この会社が扱うのは

小 )\~'I(が5096、民業JlJ'Iiが40%、バイクが1096
である。1IIIlIXfilli怖は900冗/ トンである。

〈つのwr-休会十1:がと'のずIU主規制を守っているか、
経常的にと・の制度インフォーマル性を持っている

かを与・策した ，Jt.Jff.した企業の経営、再生資源の

取引状況、処理j制見、処理技術、環境配慮などの

要，t~について観察した結以は以下の通りである。

再Lj:_ttiJh(の取引状況

3社の取引状況をまとめたのがぶ3である。

金属丙't資源 (鉄 ・ 非tJ~;.íZkJ1，スクラップ)のl以

光価li怖は金1/.(¥di坊に応じて変化する。手鉄の官lIi怖

は2012年(調査H与の3年Ijij)がilkも好況なH判明で

3900冗/lだったという。2014イ1'.1: JUJ 2700 }じ、

2014ir.'.下JYJj 700-1800元、2015年3JJで9007己ま

で 卜がっ た。 日1\品価li格についても l ，iJ.t~< で、 nぃ)I~

り戎:ー行とJJLjJ.hでのやりとりで取引fIIIi怖がiJ.とまる。

3 )F-Iiijと比べると現lfの鉄の!以必fdli絡は4分の

l担皮まで下がっている。[::(16にあるように、鉄

材のj坂72佃i絡の減少幅iは大きいが、i'I動'ICの111111λ

図6 自動車 (小型乗用車)の回収価格と鉄材の販売価格 (単位:トンあたり元)
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表3 調査した3社の取引状況

A社 B社 C社

買入価格 販売価格 買入価格 販売価格 買入価格 販売価格

小型車
750-800 800 800 

(乗用車)

トラック、パス 800 800 

鉄 950 750-800 1000 1000 
ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー 一一一一一一一一一一ー 一一一._.-・-・・-----------・-

4・・・4・・・・・4・・・・・・・・・・・4・4・・・・4・__.・・・・・ -----------・・------- -・・・・・v・・4・6・・・・・・・・・・・・・・・・・・4・・・・・・・・・・

アルミ 8000 
-・・・・・・._.・4・・・4・・・・・・・・・・・・・4・._--・・-_.._----------------------ーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー ーーーーーーーーーーーーーーーー----ーーーー・・ーーー・・ー・・ーーーーーーーー ーーー__ーーーーーーーーーーーーーー・
銅 25000 

トラック、パス:

主要車種
トラック、パス:60%、 トラック、パス:30%、 10%、小型車:50-
小型車:30% 小型車:70% 60%、農業用車:

20%、バイク10%

政府機関、個人、タク
タクシー会社、工業企 個人、タクシー会

回収源
シー会社、パス会社

業、公安局付個人少 社、工業企業、公安

ない

処理能力 5000台

回収台数 3000台/年

lH所 :A社、 B社、 C社でのヒアリングより作成士

価格は下げる余地が少なし~競争が激しし、からで

ある。鉄材ではほとんどもうけがなく、鉄以外の

銅やアルミのような金属でもうけるしかないとい

う。数年前から比べて競争が激化し経営基盤が弱

くなっていることがわかる。

引き取る廃棄自動車の種類は、 A社はパス、ト

ラックが多く、 B社はタクシ一等の小型車両が多

い。 CtJ:は近郊の小型車と農業用車が多い。 A社

とB社は都市部にあるため政府関係機関、タク

シー会社、企業所有車が多い。

各社とも処理能力に比べて実際の回収台数が少

ない。特に都市部の2杜は実際の処理能力の半分

程度しか仕事量がないのだという。

A社は規模が大きく、 B社はA社の半分以下の

規模である。 A社は長春、 B社は吉林に位置し、

長春市の自動車ユーザーは長春市の、吉林市の

ユーザーは吉林市の解体会社を使用しなくてはな

らないことになっている。長春市の方が人口規模

局

2000台 2000台

1000台/年 1000台/年

が大きく、廃棄自動車の数はより多い。一方、吉

林市は人口規模が小さく、廃棄自動車の数が少な

い。競争は吉林市の方が激しく、 B社の方がA社

よりも高い自IIi格でユーザーから廃車を買い取って

いた。そして、インフォーマルな企業に廃棄車輔

が向かい、フォーマルな解体企業には政府から指

定された廃車(公共のパス、輸送会社のトラック、

政府部門の公用車、タクシ一等)以外の車を十分

に確保できていない現状にあるという 11)。

興味深いのは、内モンゴルのC社では行政域外

の企業とも競争関係にあることである。同社は

2014年の総処理訟の 10%が他の地域で登録され

た車両であった。内モンゴルの隣接する他県から

のものもあれば、省をまたいで隣接する(すなわ

ち遼寧省の)県の半も含まれる。同様に、クルン

旗の車両であっても他の地域の回収企業-に持ち込

まれる場合もあると同社は認識しており、価格競

争は厳しいのだということだったc
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表4 有害物質、処理残漬 (ASR)の処理状況

0適正処理、ム処理不足、 X不適正処理

A社 B社 C社

処理状況 引取先 処理状況 引取先 処理状況 引取先

燃料類 0-ム 業者ヘ O-d. 業者へ O-d. 業者ヘ

オイル類 ム 不明 O-d. 業者へ A 不明

LPガス × 不明 A 不明 X 不明

液体類 × 不明 。 業者へ X 不明

バッテリー0-ム 業者へ 。 業者ヘ 0-ム 業者ヘ

フロン x 空中 ム-x 不明 X 空中

ASR d.-X  処理場 O-d. 処理場 ム-x 処理場
出所:ヒアリング調査より作成

注:燃料、オイル、 LPガス等の再生可能なエネルギー資源は専門再生業者に売却し、液体頬
(LLC冷却水)、フロン、バッテリ一、 ASRは有害物質として専門処理業者に引き波す規則に
なっている。

本来、ある行政区で登録された車両はその行政 シートなどの繊維は夜間に焼却して処理ミしている

区の廃棄車両解体業者に持ち込まねばならないと ょうだ。いわゆる「野焼き」で灰は空中に拡散し

規定されているが、実際にはそれほど厳格ではな てゆく。破砕ガラス等の焼却できない最終残液は

いのだという。上述のように車両を解体すると業 ゴミ処理場で処分している。

者は公安のオンライン上でそれを報告し、廃棄事 有害物質、処理残誼ASRの処理については、

回収証明書を発行することになっている。他の行 3社とも必ずしも適正な処理体制を整えていない。

政区の車両登録の処理をオンライン上でできるの A社は、バッテリーを分解してから鉛を再生資源

か、あるいは、その手続きをせずに他の行政区の として回収しているが、しかし、バッテリー中の

車両を引き取っているのかは定かでない。 廃液体は其のまま下水道に流すケースや、地而に

解体と資源の最終処理状況

解体と燃料類・オイル類・ LPガスなどの回収

および処理方法については、上述のように国が制

定した技術基準(廃棄自動車回収解体企業技術規

範)に則って行うことが法律で要求されている。

ただし、解体施設の場所が舗装され液体浸透を防

止するとかフロン等のエアコン冷却材の聞収設備

を備える等の基本的な要求はされているものの、

それぞれの処理の程度に関する具体的な処理基準

が設定されているわけではない。ここでは、最低

限のそれらの要求が満たされているかのみを、観

察を通じて判断した(表4)。

A社と C社ではケープルのプラスチック皮や
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流出するケースがみ観察された。そもそも同社で

は舗装されていない土壌の上で廃棄車両が保管さ

れ、一部の解体作業も行われていた。また専門処

理施設を使わずに作業員が手作業で廃車を解体す

る光景が見られた。舗装されていない作業現場で

簡単な工具で解体していく作業では、!発油廃液の

吸引装置が配備されていないため、廃iUI・廃液が

そのまま流れるケースも多かった。特にA主t:で、は、

黒いオイルが染み込んだ地面に廃車の部品、ごみ

などが散乱していた(写真参照)。コンクリート

で舗装していない床に廃油、廃液体など有害液体

を流すと、土壌への吸収により地下水の汚染リス

クが高まる口また同社ではLPガスやフロンを回

収する設備を導入しておらず、そのままに大気中
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へ放出していた。環境負荷の発生に大きな影響が

あると考える。

一方、 B社ではコンクリート舗装がされており、

廃液の土壌浸透は見られなかったコ B社は古林rli
の3つあるフォーマルな企業でも最も規模が大き

く、政府の関与が高い企業であるーしかし、 B社

でも規制違反をしているc その顕著な例はフロン

の回収である口 B社ではフロン回収の設備は所有

しているが、実際はそれを使っていなかった。フ

ロン回収設備を見学すると、工場の片隅でほこり

をかぶっており、現場の監督者もほとんとす走って

いないと述べていた。政府の認証を得るために設

備を所有していることが必要だが、実際にはそれ

は使われず、フロンは空気中に放出しているのが

現状である。

A社と B社は、コンクリート舗装の点で環境に

大きな違いがある。一方、両者とも、手作業を中

心とした労働集約的な性格と、専門設備を実際に

は十分に使わないという点は同じであったっ政府

の関与の大きなB社では、コンクリート舗装など

初期の投資が大きいようであったc しかし、フロ

ン回収の設備はあっても実際には使わないという

点では両者は同じであった。

C社は農村部(県の中心都市の近郊)にあり広

大な敷地を使っている。コンクリートの舗装はな

い。扱っている車鞠の数が多くないこともあり、

車輔が密集して部品が散乱しているという印象は

与えない。労働集約的な技術は上記2社と同じで、

フロン回収等の専!日設備は当初からない口

以上のように、三社とも労働集約的技術に頼り、

専門設備は国の技術標準が求めるほどはそろえて

いない。環境規制はあってもそれを必ずしも守っ

ていないという点で、三社はインフォーマルな性

質を色濃く残していると言える。

(3)地方政府の廃車リサイクル過程への取り組み

上述のように、現在の11.1凶で使用済み自動車の

解体と資源の回収処理について基準となる法律は

「廃棄自動車回収管理弁法」であり、それによれ

ば、この産業を管轄する政府部門は商務部である。

そして、地方政府においては、商務部の系統であ

る工商行政管理部門がそれを担当することになっ

ている。また、環境規制が守られているかどうか

は、地方政府の環境保護局も!政官を行うことにな

っており、同時に、車両の廃案:処理は公安局の車

両管理部門が実施することになっているc そのた

め、ヒアリングにあたっては、これらの政府部門

を訪問するように努力したc

しかし、中央政府の商務部ではヒアリングを実

施することができなかった。そのかわり、国家環

境保護局でヒアリングをすることができたc吉林

省でも環境保護局に訪問することはできたc また

長春111"で公安部門に訪問することができた。

以下にそこで聞き取った内谷を紹介するg

中国国家環境保護局個体廃棄物センター

中央政府の環境保護局では{同体廃棄物センター

(個!張中心)の主任からヒアリングをすることが

できたa 中国では家電、エレクトロニクス製品で

拡大生産者責任の原則によるリサイクル制度がで

きているが、同センターはそのシステムの運営・

蛇督に対して責任を持つ部門である。現在の中国

の産業廃棄物行政で重要な役割を与えられている

専門部門である。

ここでは、現在の自動車廃棄の現状に対する政

策の重点について質問したが、廃棄自動車につい

ては管轄外でこのセンターには専門にしている人

材もおらず、 r2005年から新車の需要最は急増し

ているが、しかし新車が廃棄自動車になるのに10

数年かかるとすると、廃車が出現するピークはま

だ来てない。国家も廃車処理についてはまだ重視

してない」と回答するのみであった。「廃棄自動

車回収管理弁法」の公布以降、実施状況にどのよ

うな問題があるかを聞くと、「法規はあるが実行

力が弱しりという答えであった。

中国国家環境保護局は廃棄自動車に関しては直

接蛇督する責任は持っておらず、そのためこの問

題に対する関心は薄いようだ。実際に関与は非常

に少なく、一般的な事情以外には情報ももってい

ないようで、あった。

古林省環境保護庁

次いで、吉林省環境保護庁でヒアリングを行っ

たり同庁長によると、家電リサイクル事業は重視
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していること、家庭ごみの分類、廃棄家電二次利

用、「以旧換新J (旧製品の買い取りによる新品普

及の促進)等の国家政策は重点的に実施ししてい

るとのことだった。しかし自動車リサイクル政策

は詳しくないということだ、った。民間企業の自動

車廃棄回収事業への関与については、解体事業者

がどの程度環境保護規制を守っているかを監督す

ることになっている。しかし定期的な検査を強制

する制度はなく、廃棄プロセスでの汚染物質の排

出状況については実際には把握できていないとい

うことだ.った。

現在の制度では、環境保護規制を自動車解体業

者がとeの程度守っているかを監督する責任は環境

保護局にあるはずであるが、実際にはそれを確実

に実施できるような制度になっていないこと、そ

してそのために、環境保護部門がこの分野で関心

が薄いようであった。

吉林省主商行政管理部門

吉林省政府には、商務部系統に属する工商管理

部門があるが、そこではヒアリングを行うことが

できなかった。その理由は、工商部門は基準を満

たした廃車解体企業に対して営業許可証を発行す

ることが主な役割で、さらに、認可の審査自体は

発展改革委員会が行っているため、企業の詳しい

事情はこの部門ではよくわからない、また他のほ

とんどの産業と同様、この業界に対して工商部門

が日常の監督をしている訳ではない、ということ

から、ヒアリングを受け入れてくれてなかったの

である。このことから、法律で規定されている直

接的な監督部門でさえ、実際には解体企業に対し

て直接的な監督はしていないようであった。

吉林市の環境保護局

地区レベル(省レベルより低く県レベルより高

い)の政府である吉林市の環境保護局の局長によ

ると、長春市に正規の自動車廃棄企業はA社を含

めて4つある。他はインフォーマル企業(不合法

の個人事業主による回収)だとのことである。局

長によれば、「自動車廃棄の強制力が足りない。

例えば上海市では強制な廃棄手段を採用している

が、古林省では本来廃棄すべき老朽自動車のうち
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半分が道路で運転されている。国家の政策が実際

には完全な実施されていない」とのことだ、った。

フォーマルな解体業者の経営も難しくなっており、

一つの理由は十分な量の廃棄自動車がフォーマル

な企業にまわってこないこと、そして2015年から

の鉄佃i格の低落で資源販売収入が低迷しているこ

とだという。

省政府の環境保護局に比べれば、地区レベルの

環境保護局の方が廃棄自動車の処理状況や政策的

な課題について実際の業界の情報を把握し、関心

を持っていることが感じられた。環境行政の末端-

として企業等と実際に接触し、政策を実施してい

るのは基層の地方政府なので、廃棄自動車問題の

最終的な責任を持つわけでない環境保護局であっ

ても、ある程度の現状把握が進んでいる様子がう

かがえた。

長春市公安局車輔管理所

長春市公安局車輔管理所は廃棄自動車の登録、

廃棄の手続きを行う部門である。自動車廃棄回収

解体事:業を最も頻繁に直接管理する行政部門だと

考えられる。しかし管理所の職員によると、廃棄

自動車の笠録だけは管理するが、廃棄プロセスの

規定が厳格に行われているかどうかについては、

ほとんど関知していないとのことだった。

自動車の廃楽フ。ロセスにおける公安部門車輔管

理所の役割は重要である。上述のように、自動車

ユーザーは廃車手続きを行うために車鞠管理所で

車問の登録抹消を行わねばならない12)。また廃車

作業は自分が居住する行政区にある正規の解体業

者で行わねばならないことになっている。ユー

ザーは車両管理所が発行した「自動車廃棄証明」

を添えて正規の解体業者に廃棄車両を販売する。

解体業者は「廃棄自動車回収証明書」を発行し

ユーザーに波す。その際、解体業者では回収した

自動車の情報を公安局の自動車登録オンライン端

末で入力する。ユーザーは「廃棄自動車回収証明

書」をもって公安局に行き、オンライン端末での

情報を確認した上で、廃棄自動車の登録抹消が完

成する。なお、解体過程で発生した r5大部品」

(エンジン、ステアリング、変速機、車軸、フ

レーム)には、目立つように穴を開けて部品とし
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て使えなくなくするl3」それらを車両管理所から

派遣された職員に見せる。これにより違法改造車

輸の生産と普及を阻止するiI1lJ度になっている。

解体企業と整備業者による r5大部品」と低品

質リサイクル部品の販売および廃車、中古車、違

法改造車の流通が交通安全面で深刻な問題になっ

ているようだ14」実際に、長春市公安局車両管理

所では、「違法車両が道路で走行することによっ

て交通事故を発生するリスクが高くなるJrわれ

われにとって一番頭がし、たい問題は違法取引によ

る廃車をベースとした改造車による交通事故だ。

関係者に対しては最も厳しい罰則を与える方針

だ」と述べていた。なお、 2014年にB社の以前の

親会社であるD社が諮負で貸し出していた工場で、

請負主が不法に廃棄済みのエンジンを売り、それ

を使って修理されたパスが公道で炎上して10名が

死亡する事故が起こったこともある15)G

公安局にとっては問題の重点は質の悪い中古部

品を使った違法改造車を阻止することであり、そ

のための監督制度は一応機能していることがわか

る。しかし環境保護のためのプロセスが適切に行

われているかどうかについてはほとんど関心がな

いことも明らかであった。

ただし、公安のオンラインでの自動車登録・廃

車の情報入力は、事実上、廃棄車両管理の強力な

武器となっていることがわかった。オンラインで

廃車手続きを行うことで、地域内の解体企業に廃

車が流れるように規制することができる。正規の

廃車手続きをしないと税金や車検の負担が生じて

しまうことが、所有者にとって自動車を域内のフ

ォーマルな企業に版う'tさせる動機になる。この手

続きをオンライン化する以前は、各地域の政府で

廃車車両情報が共有されず、不正規部門に解体が

回っても把握できなかったという。

以上により、廃棄自動車については、企業や

ユーザーを直接監督する地方政府部門には、環境

保護のための施策について最終的な責任を誰が持

っかが不明確であること、そして、いくつかの部

門が実際には環境保護に対して切実な関心を持っ

ているわけではないということが言えるだろう。

まとめ:フォーマル部門のインフォーマル

性と政府の役割

調査した廃自動車解体企業は政府に営業許可を

得たフォーマル部門の企業であった。しかし経営

の実態においては強いインフォーマル性を持って

し、ることが観察できたc 小規模(従業員数、処理

能力と実績)、労働集約性、専門施設を持たず作

業只が簡単な工具を使って手作業で解体している

こと、価格競争が激しく解体車両を奪い合ってい

ること、低価格化、低利益、等の各種の性質を持

っていた。

しかし最も重要なインフォーマル性は、企業が

環境保護に関する公的な基準を守っていない点で

ある。舗装されていない作業現場、廃油廃液の吸

引装置を使わない、廃油、廃液がそのまま流れる、

地而には部品、ごみなどが散乱するとし寸状況は

ーIj瞭然であった。有害液体の土壌への吸収で地

下水の汚染リスクが高まっている。そしてフロン

ガスの回収も実現していなし E。またフロンについ

ては処理設備があっても使用されていない、ある

いはそれらの設備を当初は導入したが、実際には

必要がないとして売ってしまった場合もある凸

企業の環境保護規制の徹底に対する認識は総じ

て薄い。利益は少なく、各社とも山'jfdliな専門処理

設備を導入し実際に使用する余裕がない。安い人

件費を活用して手作業で廃車処理をし、なんとか

現状の経営を維持しようとしていた。

このインフォーマル性の非常に重要な原因は、

政府の役割の小ささである。現在の法律の下では、

自動車廃棄処理業者の実際の運営を直接段督指導

する部門がきまっていなし凡商務系統(許可証の

発行)、公安(自動車登録監'皆)、環境保護系統

(技術的な監督)が関与することになっているが、

実際は最終的な責任感を感じて力を入れて実施し

ようとしていな"¥0 そもそもシステムの適切な運

営に対して最終的な責任感を持ってE主管する部門

がきまっていなしh 環境保護部門は法律で責任を

持たされている家電等に対しては責任を感じてい

るが、廃棄自動車についてはそれを感じていなし」

特に中央、省レベルの政府は、末端の実態につい

て情報が不足しているようだ。人数的にも手一杯
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でそれを行うような人材がいない。

ただし、公安の自動車登録(廃車)は廃棄車両

管理の強力な武器であるようだ。オンラインで廃

車手続きを徹底させることができれば認定業者に

地域独占を行わせることも可能となるだろう。正

規の手続きによる廃車手続きをしないと税金、車

検の負担から逃れることができない。オンライン

化以前は各地域の公安と財政部門で廃車車両情報

が共有されず、インフォーマル部門に解体車輔が

回ってもその情報を把握できなかったはずである。

オンラインで全国的に個別の自動車の情報を統ー

して把握できるようになれば、廃棄自動車の管理

水準が大きく向上するだろう。唯一、公安部門の

インターネットを活用した廃車登録手続きがある

ことが、この業界の最低限の秩序の重要な源であ

るようだ。

今回の調査では、法的に不正に廃棄するインフ

ォーマル部門の自動車廃棄の現場・については調査

ができなかった。また、廃棄自動車のうちどれぐ

らいの割合がインフォーマルなルートで廃棄処分

がされているかはわからない16)。インフォーマル

部門がフォーマル部門をどの程度経営的に圧迫し

ているかはわからない。しかし、インフォーマル

部門がフォーマル部門よりもさらに強いインフ

ォーマル'性を持っていることは容易に想像がつく。

フォーマルな解体業者の間でも決して独占はな

く、むしろ激しい競争があり、新規参入もあった。

それが各社の利益を圧迫し、環境保護への適切な

コストを支払わせないような圧力になっているG

フォーマル部門での主な廃棄自動車の供給源はパ

ス、 トラック、タクシー会社、その他の公的機関

であったが、それらの車舗も奪い合っている。解

体業社の収入源である鉄等の資源価格が下落して

いる中、このままではますますインフォーマル性

が強まる可能性もあるだろう。

車輔不足が続いている現在では、より有効な競

争制限をしてフォーマル部門の経営を改善するこ

とが必要であろう。

中国の廃自動車の処理システムは、法律の体系

が環境保護の観点から整備されたのではない。

「五大部品」の廃棄処理を徹底させることに重点

が置かれていることに明らかなように、不正改造
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車の製造と流通を防ぐという観点に主に基づいて

いる。これは、家電製品で拡大生産者責任の原則

に基づいて環境保護を行う法律体系がとられてい

ることと大きく異なる。自動車廃棄処理でも拡大

生産者責任に基づいた環境保護の法律を制定する

必要がある。ただし、民間企業が主体の家電製品

では企業に環境責任をもたせることができたが、

国有部門が中心の自動車産業では、そのような責

任をもたせるのが難しいのかもしれない。また、

自動車では個々の製品を壁録し、課税対象とする

ことで、最終的な廃棄処分の管理もしやすいとい

う面がある。特にオンラインで車輔の情報を管理

することができることは強力な武器である。それ

らの点が家電等の製品と異なり、環境保護のため

の特別な法制度を整えることを阻害している可能

性もある。

注

1 )ただしこの数字も、 2010年の保有祉に対する比率
は4.7%で、日本の約7%と比べれば低い。
2) r循環型社会白啓J (平成22年版)
3)株式会社矢野経済研究所 (2014)
4 )以下の記述は主に王、小幡 (2008)による。
5 )本節は特に古m、古111(2008)を参照した。
6) r中国汽車工業年鑑J2010年版
7)廃棄自動車回収(解体)企業資格認証実施管理ljllf
定弁法

8)廃棄自動車回収実施弁法は廃棄された。
9)本節は玉、小幡 (2∞9)によっている。
10)長春市の中にフォーマルな廃棄自動車解体企業が
4つある。長春億北汽車報廃訴解有限会社、長春ili

汽車報廃訴解有限会社、大述中海集問吉林省汽車報

廃棄訴解有限会社、汽車場啓明汽車報廃訴解有限会

社である。

11)例えば劉 (2010)によれば、半分程度の廃車及び
中古車は不正ルートで地域内及び他地域(先進地域

から後進地域)に流されているという。例えば、先

進地域の解体企業で廃車となったタクシーが、一台

あり 1-4千元で回収され、不正ルートにのって後

進地域で 1万元程度で再販光される場合があるとい

ワ。

12)廃車にしないと毎年車輔税がかかってしまう。
13)穴の空いた「五大部品」は鉄鋼会社に売却して製

鉄原料とする義務がある。その他の部品は販売可能

ではあるが「廃自動車同収用品」と明示する必要が

あるとしている。懲罰については最大10万元以下の
罰金と営業許可説の剥奪を求めているc

14)例えば、王、小幡、問 (2007)では、藩l場市内で
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発生する事故車の約3割に違法取引!炉I(、改造1ftが
関係していると述べている。

15)悶務院安委会弁公穿[(2014)。

16)解編 (2014)では業界の統計では来J.Ullf.のうち正

規Jf~Jf[ルートに回っているのが約 3mYJ 杭皮だと推計・

している。
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